


























物が精力的に論稿を書き続けた連続性からということ以上に、そ 論説の基盤 「同じ」なにかの存在があるためではないか。つね 松下氏の論説の基盤にあり、理論展開を方向づけたもの、それが都市型社会論ではないか。　

































 2014: 339 ） 。大衆社会論も都市型社会論も《現代》の社会形態を理論化する松下のお
























 1991: 18 ）である。この結果、 〈農村型社会〉が成立する。
　
















































 1991: 20 ─21 ） 。この、社会に内在する近代セクターと伝統セクターの「二重構造」は近代化がはじまると衝突し、
その進展で激化する。これが解消にむ うのは、人びとのくらしの基盤整備が共同体 ら〈政策・制度〉の役割に移行する近代化Ⅲ型政策段階となる。　
近代化は、二〇世紀の「戦争」と「革命」 時代をつくり、冷戦をうみだ ていく。だが同時に、Ⅰ人権保障、Ⅱ
南北調整、また工業 が前提としてきた「生産資源の無限大 環境容量の無限大」という前提が崩壊するためⅢ環境保全という課題が、①核、②侵略 ③災害という危機管理の問題 ともに、 「地球規模で 世界 通課題」 して成立し、一九九〇年代には、国の「主権」で完結しない、国際機構による〈世界政策基準〉の策定も現実のものとなっている（松下







 1991: 24 ） 。そこにあったのは、後発国が国政府を推力として近代化をすすめようとするときに、市場原理
に基づいてすすめるか、国政府主導の計画原理によってすすめるかという選択であったとする。資源の制約があり市場が未成熟な後発国では後者が選択されやすく、集権的な計画原理による資源配分は開発独裁につながる。ただし、工業化による《分業》の拡大・深化がすすむほど、市場原理は不可避とな （松下
 1991: 25 ） 。 「社会主義体制」と
して語られてきたのは、 「工業化初期段階の開発独裁」であって、破綻したのは「後発国型の官僚司令経済」であった。また「資本主義体制」の市場原理も こんにちでは、誘導型の「柔らかい計画方式を市場原理のうえに開発してきた」 （松下







構成に着目する。 「都市型社会」への移行 農 人口が三〇％を切った段階 その成立は一〇％を切 た段階と る（松下
 1991: 36 ） 。日本では高度成長期の一九六〇年ごろ移行、一九八〇年ごろ成立となる（松下


























安定したと集約、集約される量の拡大をめざして手段が講じられ 。社会余剰の集約環境としての治安・軍事 集約方法としての貢納・徴税がそ である。この治安・軍事、貢納・徴税は 人類がもつはじめての〈政策・制度〉である。時代、社会形態が変わり、 の目的と具体的方法は変わっても、こんにちも展開されてい ところから、そ 名称は「原基型政策」とされている（松下













 1991: 49 ─51 ） 。 「近代化の推力をなした
国レベル 政府をめぐる〈主権国家〉という幻想の解体」（松下
 1991: 49 ）がはじまる。政府の三分化がすすみ、公





















































































え、 《市民文化》をうみだす可能性をもちはじめると松下は論じる。 「都市型社会が必然的に〈市民〉をつくりだすのではない」 （松下
 1991: 52 ）が、 「地域規模の共同体自給をふまえて、耕作という自然との対話がつづく旧来の農村
型社会と、地球規模の分業とコミュニケイションのひろがりをもち、たえず相互の会話・討論を 要とする都市型社会との対比にみられるように、その生活様式が決定的に異なっている」 。　
さらに、共同体を原型とする農村型社会における生活様式に比べ、⑴最低生活条件つまりシビル・ミニマムの公共
整備が、餓死からの解放をもたらし、⑵教養と余暇の増大は、文化水準・政治習熟の変化をもたらし、⑶政治参加制度の拡大 自治・共和型理念の定着をもたらす。その熟度は地域によって差があ が 農村型社会における状況とは大きく異なることは否定されないだろう。農村型社会では一部の支配層がこうした環境を享受していたとしても、広汎な個人、社会を構成するひとりひとりに い て〈政策・制度〉としてこれらが用意されている都市型社会とはその状況はまったく異なる。　
松下は「この都市型社会の成立 ともなう、底辺までの⑴⑵⑶の下降定着は、人々の「文化水準」の変化として、
人類史はじまって以来の画期 なす」 （松下
































































































































































きた年であり、 「日本の多くのいわゆる「正統派」マルクス主義者たちは、松下の大衆社会論に強く反発したが、その理由は単に彼らが松下 意図や発想を理解しなか だけでなく、松下の理論が、スターリン批判などの一連の事件に乗じてマルクス主義を批判 、あ いは修正主義であると見なされたからであった」 （山田
 2004: 102 ） 。
　
また、一九六三年から『思想』の編集部員であった大塚は 当時の時代状況を「敗 から一〇年しか経っていない
時期で、マルクス主義が良くも悪くも、圧倒的 影響力をもっ い 。 りわけ社会科学の分野 は、マルクス主義の教説とことなった見解を表明することは 反革命あるい 修正主義の徒として命取りになることを覚悟しなければならなかった」 （大塚
 2015: 104 ） 。とする。
　
このため、松下は「誤解された主役」 （大塚



























































 1957b: 233 ）である。 「大衆社会」では、
「人びと」は原子化し組織化され、 「体制」に内部化される可能性を持つ。だが、その「克服」もまた「 〈大衆〉状況をもたらした社会形態の変化自体によって条件づけられており、そしてむしろ、これは積極的条件として機能しうるのである」 （松下
 1956a ）その筆頭が「市民的自由の実質的確保」 、松下が当初「Ⅲ
  政治的平等」とした大衆社会の













































































形成するにいたった。ついで、独占段階における生産の社会化による労働 テクノロジーの社会化は、生産過程の巨大な機械的組織化並び 人口量の圧倒的プロレタリア化を媒介として 社会の技術化をもたらすとともに をも崩壊せしめていき、社会過程のあらたなる
00000
形態変化を惹起していくことになった。ここに従来の固定的直接的な生活環境は崩壊し、同時に厖






































































 1967: 165 ） 。
都市構造は生活の外部条件ではなく内部条件であり、都市的生活様式そのものである。とくに現代都市は、古代、中世、近代の農村に対立した都市とは異なって、資本主義・社会主義を問わず、いずれ 体制においても、工業化 深化にともなうⓐ人口のプロレタリア化、ⓑテクノロジーの発達、ⓒ政治的民 主義の拡大を前提として、農村をも包摂したダイナミックなメタボリズム 過程として展開する。 （松下


























資本主義・社会主義を問わず、工業社会の成熟をみた工業先進国においては、第一に、人口のプロレタリア化が圧倒的にすすみ、その大部分は集住地区に居住していわゆる都市型生活様式をもつようになるととも 第二に、農業地区にすんでいる少数となった農民も巨大な影響力をもつ都市型生活様式に包摂されてくる。すなわち経済構造の「工業化」は、社会分業の深化を基礎に、生産 社会化だけでなく生活の社会化をも推進して、社会形態の「都市化」を進行させていくのである。この意味では農村すなわち農業地区にも都市的生活水準を公共的に保障することは当然 要請となる（松下
 1972: 5 ）
この〈都市〉が、いまだ工業先進国 とどまるとはいえ、全般 生活様式になったということは、 「都市革命」ともいうべき文明史における画期的事態を意味していることを見逃してはならないであろう。…都市人口が急激 増大しはじめたのは工業化の開始としてのヨーロッパの産業革命前後からである。それ いまだ二〇〇年たらずにすぎない。しかも今日、欧米そして日本の農業人口は一〇％前後となってしまた。一対九から九対一にその比率が決定的 逆転したのである。とすれば五〇〇〇年前に出発した文明の歴史において、都市の爆発というかたち とる画期的な人口構造・生活様式の転換が、この工業化にともなう工業社会の成熟によって現代におきたといわなければ ら い（松下

















 1972: 13 ） 。
　
また、のちに「市民型人間型」とおきなおされる市民「的」人間型という表現も、そうした社会における市民層の
可能性として記される。 「 「工業」は、生産力の増大によって…社会余剰も増大させ、その結果教養と余暇を社会の底辺まで拡大し、さらに制度的に定着しつつある「民主主義」とあいまって政治参加のチャンスを保障し、そこに市民的人間型の大量醸成の条件を準備していく」 （松下
 1972: 14 ） 。












 1994: 525 ） 、また「 「現代」の《社会形態》についての文明史的位
置位相を明示でき、さらに《市民》の成熟条件の全般化をもくみこみうる「都市型社会」という言葉におきなおしました」 （松下
 2005: 15 ）と説明している。次節四─一で見るがただ、その用語の発想には、 「大衆社会論争」のあと
に「都市 への接近があったこと よると考える。　
いずれにしても、松下のなかで、 「大衆社会」という誤読されがちな用語のおきかえは、一九六〇年代後半には

















 1991: 5 ） 。そのため政治は巨大化するが、 〈市民活動〉が広くひろがり、政治の〈市民化〉 （松下
 1991: 6 ）がおこ
る。　（二）政治の多元・重層化と分節政治理論　都市型社会では、シビル・ミニマムという公共政策の不可欠性から、 〈市民活動〉はもちろん、 〈団体・企業〉 、 〈政
党〉が公共政策の策定・執行に参入してくる。政策主体の多様化であり、これを松下は政治の〈多元化〉と呼ぶ（松下




 1991: 7 ） 。
　
松下はこの多元化・重層化する公共政策のさまざまな場面で「 治」が、展開されることを「分節政治」と呼んだ。
そこでは、市民の自立、市民参加の機会の拡大がおこる。 「政 は、市民の参加を土台とし、政府の選択を介した、政策・制度の組織・制御技術となる」 （松下
 1991: 7 ）のである。それは理想ではなく、都市型社会の《構造》によ
り、 「政治つまり政府ないし政策・制度のあり方は、私たちの市民生活に〔中略〕直接かかわって」いて、 「政府に任せるにはあまりにも市民が直接の当事者となってきた」 （松下




























化・民主化つまり近代化が社会の形態を変化させ こと、またその社会でおこる政治と政治主体の変容の可能性という核心部分はすでにもっていたが、単に「大衆社会」を「都市型」で置き換えたというだけではなく、まさに日本の社会形態が、大衆社会論の「終息」後 一九六〇年代移行にすすむ都市型社会への移行という《現在》化をとらえ織りこみながら、都市型 を成熟させていったとみることができる。　
この過程には、ひとつには、地域民主主義論から展開される「自治体の発見」 、もうひとつには、都市化の進行が、
「新中間層＝都市中間層」の出現、都市問題の激発と都市政策の模索という、いわば「都市との遭遇」があったのではないかと考える。移行、大衆社会論から都市型社会論の「あいだ」に、これら二方向からなにがも らされたのかを検討したい。　（一）自治体の発見　安保改定反対運動のもりあがりをみて「大衆は衆愚ではない」ことから「大衆社会論の破産」を宣した論者たちと
は別のアプローチで、松下はそののちの研究展開に直結する共同調査にかかわっていた。むしろそ は、 「大衆社会」の「 〈大衆〉状況の克服」の「積極的条件」である「市民的自由」と「自主的集団」 （松下
 1956a: 34 ）の胎動にたい














さらに、同時に、 《近代》の名望家「市民 ではない《現代》の「名もなき人びと」である「市民」の活動にふれ、市民自治理論、自治体理論につながる研究の展開がこの時期からすすん いく。　
一九六三年から一九七〇年代後半の革新自治体の群生に、松下が理論的支柱としてかかわるようになっていったの















































り返し収録された論稿の一つであ 。 「ミッチー・ブーム」と松下が造語した皇太子妃ブームは、 「新憲法下の大衆社会状況における天皇制」 （松下
 1959
↓ 1994: 62 ）であり「絶対君主制でないことはもちろん、 〔中略〕制限君主制で
もない。今日の天皇制は、大衆君主制へと転進しながら、 「大衆 の歓呼の中からあたらしいエネルギーを吸収しつつある」とする。だから、かつては「 重の雲の奥」 （松下
 1959 →
1994: 65 ）に隠れていたその姿は、 「成婚」をめ
ぐって皇太子妃の体型サイズや「恋愛」の経緯ま きらかにされ 皇室は「大衆にとってスターの聖家族」 （松下
 1959
↓ 1994: 65 ）となったとする。 「今日、かつての皇室の尊厳はうしなわれたが、しかし、皇室は、大衆の憧憬
と歓呼のなかで「統治」はしないが「君臨」することとなった この〔中略〕 興奮は、新憲法下の大衆社会状況では、この意味でむしろ正常反応とみなす必要があ 」 （松下
 1959 →











2002: 16 ）とし、都市型社会としての日本をとらえるならば、 「戦争にいたらない以前に、 「有事迫る」と
いう緊迫状況が始まるだけで、東京、大阪 どの巨大 圏にパニックがおこり、日本の工業力自体が破綻し始めるという事態は想定されていないのである。 」 （松下
 1981 →
2002: 17 ） 「日本の工業が高度化すればするほど、東京圏が
巨大化すればするほど、都市型社会 問題点が尖鋭となる。都市型社会 過熱した日本は 戦争にたえられないモロイ構造になってきたのである。 」 （松下
 1981 →
2002: 18 ） 、防衛論争はこのような日本における都市型社会のありかた





















ら「個人」が析出され、それは人口のプロレタリア化として進行していく。ただ、大衆社会論ではそこで大衆が「原子化」 「組織化」され、国主導の「福祉国家」の客体となって受動化する可能性が指摘されている。一方で、都市型社会では、 餓死からの解放」 余暇と教養」 「政治参加 平等化」が、 〈自治・共和〉を規範理念としてもつ「市民型人間型」の「大量醸成 の可能性が支持される　
これらは、いずれも、そのどちらにも向いうる可能性であることに注意するべきだろう。受動的な〈大衆〉となる
可能性も、政治・政策の能動的主体として《現代》の〈市民〉となる可能性も、大衆社会、都市型社会は内包している。第一論文においても、松下は、 「 〈大衆〉状況の克服」を、 市民的自由」の確保からできるとみている。都市型社会においても、呪術へ「退行 する心性をもち、政治参加を放棄しうる。ただ、都市型社会 は逃げられな 。　
都市型社会が実現する三条件と、市民が〈政策・制度〉の当事者であり、その「必要」に応じて政府をつくる主権
者であることから導きだされる市民としての 規範」から 「市民型人間型」の大量醸成の可能性を示しているし、それ以上に「市民」を、例えば年収や学歴や社会における位置からえが だせるだろうか。目 前を歩いてく 人物と自分が「市民性」においてどちらが高 かを比較 ことは、都市型社会で でき　














 2016: 16 ） 。 「いつでも、どこでも、市民は政治の当事者になりうる」社


















都道府県がやれない部分を国がやるという理論が生まれました。いわゆる「補完性の原理」です」 「このため、自治体の権限も財源も、議会も行政も、市民からの「信託」に過ぎない、国家も、地方自治体も、市民の「信託」によって成り立つと理論付けています。これ 複数信託論」です。 」 （自民党政務調査会
 2012: 3 ）と示す。 「松下理論」と
しての紹介 しかたに偏りがあっても、あながち誤読ではないように読める。しかし なぜそれを問題とするのか。パンフレットでは「これでは議会も行政 法的根拠が不要となり、市民の総意でどうにでも るという理論にな 」と、信託の手続きとしての基本法＝憲法が存在しないかのような記述に飛躍してしまう。だが より直接の 意識は、この項目 タイ ルに示される。 「国家より市民に重きを置く」ところにあるのだろう だが、それを非難し「市民より国家に重きを置く」べきというなら、それこそ国民主権、民主政治の否定である。ひとびとは、その意に沿わないときに 国政府をお かえる とができる。ひとびとの存在は、国にも社会にもさきんじている は いか。　
都市型社会、人びとが〈政策・制度〉のネットワークにくらしの基盤をおき、政府は、市民自治からの「信託」に



































1960 ） 「大衆 論の勝利」 『思想』一九六〇年一〇月号
自民党政務調査会（
2012 ） 「チョット待て！“自治基本条例”～つくるべきかどうか、もう一度考えよう～」 『政策特報』一三九二号、二
〇一二年一月一日）
辻山幸宣（
2015 ） 「松下圭一と市民社会」 （特集
  松下圭一〈自治〉へのまなざし） 『地方自治職員研修』二〇一五年八月号。
土山希美枝（







1956a ） 「大衆国家の成立とその問題性」 『思想』一九五六年一一月号。
────（
1956b ） 「 巨大社会」における集団理論 中央公論』一九五六年一〇月号。
── （
1957a ） 「マルクス主義の二〇世紀的転換」 『中央公論』一九五七年三月号。
── （





1959 ） 「大衆天皇制論」 『中央公論』一九五九年四月号。所収、 『戦後政治の歴史と思想』ちくま学芸文庫、ちくま書房、一九
九四年。
────（
1960 ） 「大衆社会論の今日的位置」 『思想 六〇 一〇月号。所収の松下（
1969 ）では、 「社会科学の今日的状況」と改題。
── （




















































































鳴海正泰は、 「地域民主主義」は鳴海 造語、 「自治体改革」は松下の造語と整理している（鳴海
 2016: 14 ） 。
（
9）　
美濃部都政のブレーンとなる小森武 松下と同時期に、著書のなかで「シチズン・ミニマム」という用語を使っている。
（
10）　
松下じしんはマスコミでの発表を、一九九一年に「一〇年前、ほぼ五〇歳で」 （松下
 1991: 362 ）やめたとするが、一九八五年ご
ろまで散見される（松下
 2015 ） 。
